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小規模多機能ホームひまわり・福釜 重要事項説明書 

 

１．事業者 

(1) 法人名    医療法人 愛生館 

(2) 法人所在地  碧南市新川町３丁目８８番地 

(3) 電話番号   ０５６６－４１－０００４（代表） 

(4) 代表者氏名  理事長 小林 清彦 

(5) 設立年月   昭和２０年１１月 

 

２．事業所の概要 

(1) 事業所の種類  （介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所 

          平成２６年４月１日  安城市 第 2393100132    

(2) 事業所の目的  住み慣れた地域で生活するために、介護保険法に従い利用者が自宅で可能な限り                

暮らし続けられるような生活の支援を目的として、通いサービス、訪問サービス、

宿泊サービスお柔軟に組み合わせてサービスを提供します。 

(3) 事業所の名称    小規模多機能ホームひまわり・福釜 

(4) 事業所の所在地   安城市福釜町小六７５番地２ 

(5) 電話番号      ０５６６－９２－５１００ 

(6) 事業所長（管理者） 鳥居 拓実 

(7) 当事業所の運営方針  

利用者一人ひとりの人格を尊重し、住み慣れた地域での生活を継続できることが出来る

よう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス、宿泊サービスを柔

軟に組み合わせることにより、地域での暮らしを支援します 

(8) 開設年月  平成２６年 ４月 １日 

(9) 登録人員  ２９人（通いサービス定員１８人、宿泊サービス定員 8 人） 

(10) 居室の概要 

当事業所では以下の居室・設備をご用意しています。 

宿泊サービスの際に利用される居室は個室になっています。（ただし、ご契約者の心身

の状況や居室の空き状況によりご希望に添えない場合もあります。） 

居室・設備の種類 

居室・設備の種類 室数 備考 

宿泊室 個室 8 室 洋室 7.45～7.55 ㎡ 

２人部屋 ０室  

合計 8 室  

デイルーム 54.61 ㎡ 

キッチン 12.45 ㎡ 
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相談室 9.21 ㎡ 

浴室１・脱衣室（汚物室含む） 10.66 ㎡ 

浴室２・脱衣室 5.53 ㎡ 

消防用設備等 消火器具、ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ、自動火災報知設備、誘導灯 等 

その他 トイレ 3 ヶ所、事務室、倉庫、ｷｯｽﾞｺｰﾅｰ、玄関 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

(1)  通常の事業の実施地域  安城市内 

安城市以外の方は、原則として当事業所のサービスを利用できません。 

(2)  営業時間及び営業時間 

・営業日  ３６５日 

・営業時間  通いサービス ９：３０～１６：３０ 

       宿泊サービス １6：３０～９：３０ 

訪問サービス 24 時間 

４．職員の配置状況 

当事業所では、ご契約者に対して（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスを提供する職員

として、以下の職種の職員を配置しています。 

 

〈主な職員の配置状況〉 ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

従業者の職種  職務の内容 

１．管理者 １人（常勤） 事業内容の調整 

２．介護支援専門員 １人以上 サービスの調整・相談業務 

３．介護職員 ８人以上 日常生活の介護 

４．看護職員 １人以上 健康チェック等の医療業務 

 

    〈主な職種の勤務体制〉 

職 種 勤 務 体 制 

１．管理者 勤務時間  ８：３０～１７：３０ 

２．介護支援専門員 勤務時間  ８：３０～１７：３０ 

３．介護職員 

主な勤務時間    ８：３０～１７：３０ 

夜間の勤務時間  １６：００～ ９：３０ 

 その他、利用者の状況に対応した勤務時間を設定します。 

４．看護職員 勤務時間  ８：３０～１７：0０ 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、以下の２つの場合があります。 

(1) 利用料金が介護保険から給付される場合（介護保険の給付となるサービス） 
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(2) 利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合（介護保険の給付対象とならないサービス） 

１) 介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

以下のサービスについては、介護報酬告示上の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載され

た負担割合を乗じた額とする。ア～ウのサービスを具体的にそれぞれどのような頻度、内容で

行うかについては、ご契約者と協議の上、小規模多機能型居宅介護計画に定めます。 

（（５）参照） 

〈サービスの概要〉 

ア． 通いサービス 

事業所のサービス拠点において、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練を提供します。 

① 食事 

・食事の提供及び食事の介助をします。 

・料理場で利用者が調理する事ができます。 

・食事サービスの利用は任意です。 

② 入浴 

   ・入浴または清拭を行います。 

   ・衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身の介助を行います。 

   ・入浴サービスの利用は任意です。 

③ 排泄 

・利用者の状況に応じて適切な排泄の介助を行うとともに、排泄の自立についても適切な援助を行い

ます。 

④ 機能訓練 

・リハビリテーション・レクリエーションを通し身体機能の低下を防止するよう努めます。 

⑤ 健康チェック 

⑥ 送迎サービス 

   ・ご契約者の希望により、ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。 

 

イ． 訪問サービス 

 ・利用者の自宅にお伺いし、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話を提供します。 

 ・訪問サービス実施のための必要な備品等（水道、ガス、電気代を含む）は無償で使用させて頂きます。 

 ・訪問サービスの提供にあたって、次に該当する行為はいたしません。 

① 医療行為 

② ご契約者もしくはその家族からの金銭または高価な物品の授受 

③ 飲酒及びご契約者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

④ ご契約者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

⑤ その他契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

 

ウ． 宿泊サービス 

・事業所に宿泊していただき、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練を提供します。 
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〈サービス利用料金〉（契約書第５条参照） 

ア． 通い・訪問・宿泊（介護費用分）すべてを含んだ一月単位の包括の額 

利用料金は１カ月ごとの包括費用（定額）です。 

下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付額を除いた

金額（自己負担額）をお支払いください（サービスの利用料金は、ご契約者の介護度に応じて異なり 

ます。 

＊加算については、必要に応じて算定いたします。

要介護３ 22,359

要介護４ 24,677

要支援２ 6,972

要介護１ 10,458

要介護２ 15,370
総単位数×
10.33円

介護職員等
処遇改善加算

（Ⅰ）

要介護
800
単位

生活機能向
上連携加算

Ⅰ

要支援
450単位

１ヶ月あたり１ヶ月あたり

100
単位

介護保険利
用負担分の
18.6％

１ヶ月あたり １日あたり１ヶ月あたり

750
単位

1200
単位

その他

１ヶ月あたり

若年性認知症
受け入れ加算

１ヶ月あたり

サービス提供
体制強化加算

（Ⅰ）
認知症加算

1000
単位

基本料金 生産性向上推
進体制加算Ⅱ 地域加算

3,450

口腔・栄養
スクリーニン

グ加算

1回/6月

20
単位

総合マネジメ
ント体制強化
加算（Ⅰ）

個別加算

１ヶ月あたり

10
単位

要支援１

１ヶ月あたり

40
単位

初期加算
科学的介護
推進体制加算

１ヶ月あたり

訪問体制強化
加算

30
単位

看護職員配置
加算（Ⅰ）

要介護
900
単位

認知症加算
（Ⅰ）

認知症加算
（Ⅱ）

890
単位

認知症加算
（Ⅲ）

760
単位

認知症加算
（Ⅳ）

460
単位

要介護５

920
単位

27,209

 

１コンセント
あたり

１回あたり１枚あたり１泊あたり１日あたり

200円実費3000円200円 50円/日

720円

おむつ代 洗濯代

１食あたり

ムース食

朝食

450円

昼食

930円

夕食

800円

昼食

400円

夕食

朝食

普通食

日用生活費 宿泊費
食事代

（おやつ含む）

600円

保険外費用

電気代

１食あたり

 

☆ 月ごとの包括料金ですので、契約者の体調不良や状態の変化等により小規模多機能型居宅介護計画

に定めた期日よりも利用が少なかった場合、または小規模多機能型居宅介護計画に定めた期日よ

りも多かった場合であっても、日割りでの割引または増額はいたしません。 

☆ 月途中から登録した場合または月途中から登録を終了した場合には、登録した期間に応じて日割り

した料金をお支払いいただきます。なお、この場合の「登録日」及び「登録終了日」とは、以下

の日を指します。 

登 録 日・・・利用者が当事業所と利用金額を結んだ日ではなく、通い、訪問、宿泊のいずれ

かのサービスを実際に利用開始した日 

登録終了日・・・利用者と当事業所の利用契約終了した日 

   ☆ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦お支払いいた

だきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還

払い）。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要な事項を記載した「サ

ービス提供証明書」を交付します。 

   ☆ご契約者に提供する食事及び宿泊に係わる費用は別途いただきます（下記（２）ア及びイ参照） 

※各種加算については、サービス利用書で個人にお知らせいたします。 
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※緊急時における短期利用や宿泊ニーズへの対応(短期利用居宅介護) 

宿泊室に空床がある場合には、登録定員に空きがある場合であって、緊急やむを得 

ない場合など一定の条件下において、登録者以外の短期利用を可能となります。 

介護度 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

基本料金 424単位/日531単位/日572単位/日640単位/日709単位/日777単位/日843単位/日
 

☆加算料金等 

サービス提供体制加算（Ⅰ）  25 単位／日 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 10 単位／月 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 200 単位／日（個別加算・７日を限度） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） １ヶ月あたりの基本料金及び加算料金の合計に対し 14.9％算定 

☆利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急

に利用することが必要と認めた場合であって、指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門

員が、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提

供に支障がないと認めた場合であること。 

☆ 利用の開始に当たって、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむ

を得ない事情がある場合は14 日以内）の利用期間を定めること。 

☆指定小規模多機能型居宅介護等が提供するサービス提供が過少である場合の減算を受けていないこ

と。 

☆指定基準に定める従業者の員数を置いていること。 

以上の要件を満たすと短期利用居宅介護が利用できます。 

 

２) 介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第５条参照） 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担になります。 

〈サービスの概要と利用料金〉 

項目 金額 

食事代 
普通食 ：朝食 400 円 昼食 800 円 夕食 600 円 

ムース食：朝食 450 円 昼食 930 円 夕食 720 円 

日用品費 200 円／日 

宿泊サービスにかかる費用 3,000 円／泊 

リハビリパンツ 145 円／枚 

紙おむつテープ止め 165 円／枚 

尿取りパット（小） 40 円／枚 

尿取りパット（ワイド） 40 円／枚 

洗濯代 200 円／回 

電気代 １コンセントあたり 50 円／日 
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☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。前項の

費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした上で、支払いに同意

する旨の文書に署名を受けることとする。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第５条参照） 

  前記（１）（２）の料金・費用は、１カ月ごとに計算し口座振替による集金方法をとらせて頂きます。 

 ※ 毎月 10 日前後に口座振替金額を連絡させて頂きます。 

 ※ 口座振替日は毎月 27 日ですが、土曜日、日曜日にかかる場合は、次の月曜日になります。 

 ※ 振替手数料は、利用者様負担となります。 

 

（４）利用の中止、変更、追加（契約書第６条参照） 

☆ （介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスは、小規模多機能型居宅介護計画に定められた内容を基

本としつつ、契約者の日々の様態、希望等を勘案し、適時適切に通いサービス、訪問サービス、または

宿泊サービスを組み合わせて介護を提供するものです。 

☆ 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスの利用を中

止または変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合には原則としてサ

ービスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。 

☆ ５・（１）の介護保険の対象となるサービスについては、利用料金は１カ月ごとの包括費用（定額）の

ため、サービスの利用回数等を変更された場合も１カ月の利用料は変更されません。 

☆ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望する日にサービス

の提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

 

（５）小規模多機能型居宅介護計画について 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスは、利用者一人ひとりの人格を尊重し、住み慣れた地域で

の生活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の

状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟

に組み合わせることにより、地域での暮らしを支援するものです。 

  事業所は、ご契約者の状況に合わせて適切にサービスを提供するために、ご契約者と協議の上で小規模

多機能型居宅介護計画を定め、またその実施状況を評価します。計画の内容及び評価結果は書面に記載し

てご契約者に説明の上交付します。 

 

 

 

 

６  苦情の受付について（契約書第１８条参照） 

 （１）当事業所における苦情の受付 

    苦情受付窓口（担当者）：「管理者 兼 介護福祉士  鳥居 拓実 」 

    受付時間 ： 毎週 月曜日 ～ 土曜日  ９：００ ～ １７：００ 

また、「理事長直通便」を受付に設置しています。 
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 （２）行政機関その他苦情受付期間 

安城市役所 高齢福祉課 

所在地 ： 安城市桜町１８番２３号 

電話番号： ０５６６－７１－２２90（直通） 

ＦＡＸ ： ０５６６－７６－１１１２（代表） 

国民健康保険団体連合会 

所在地 ： 名古屋市東区泉１－６－５ 

電話番号： ０５２－９７１－４１６５（専用） 

ＦＡＸ ： ０５２－９６２－８８７０ 

 

７  運営推進会議の設置 

 当事業所では、（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供にあたり、サービスの提供状況について定期

的に報告するとともに、その内容についての評価、要望、助言を受けるために、下記のとおり運営推進会議

を設置しています。 

＜運営推進会議＞ 

構 成：利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市町村職員、地域包括支援センター職員、

民生委員、小規模多機能型居宅介護について知見を有する者等 

開 催：隔月で開催 

会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します。 

 

８  協力医療機関、バックアップ施設 

 当事業所では、各利用者の主治医との連携を基本としつつ、病状の急変に備えて以下の医療機関・施設と

しての連携体制を整備しています。 

 

＜協力医療機関・施設＞ 

協力医療機関 ： 小林記念病院 

バックアップ施設 ： 老人保健施設ひまわり、碧南市養護老人ホーム、在宅サービス事業所 

           特別養護老人ホームひまわり 

 

９  提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

実施の有無 無 

実施した直近の年月日  

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況  

 

10  事故発生時の対応 

  サービス提供に事故が発生した場合は、速やかに市町村、ご家族等に連絡を行うとともに、必要な措

置を講じます。 

 なお、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 
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11  非常火災時の対応 

 非常火災時には、別途定める消防計画に則って対応を行います。 

消防訓練の実施 ： 年２回 

    防火管理者 ： 鳥居 拓実 

消防用設備 ： 消火器具、ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ、自動火災報知設備、誘導灯 

 

〈地震、大水等災害発生時の対応〉 

＊自治体の地域防災計画との関係も考慮します。 

 

12  虐待防止に関する事項 

 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者

に周知徹底を図る。 

（２）虐待の防止のための指針を整備する。 

（３）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。  

（４）前項に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

２  事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者等による虐待を受けたと思われる利用者を

発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

13  苦情・ハラスメントの対応 

事業所は、提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に

対する利用者又はそのご家族からの苦情・ハラスメントに迅速かつ適切に対応するために必要な措置を

講ずるものとする。 

（１）事業者は、「ハラスメント対策基本指針」を策定して職場におけるハラスメント防止に取り組み、職

員が働きやすい環境づくりを目指しています。 

（２）利用者及びそのご家族が事業者の職員に対して以下のハラスメント行為を行った場合には、契約解

除・損害賠償請求も含め厳正に対応致します。 

１）暴行  殴る、蹴る、つねるなど 

２）暴言 「死ね」「役立たず」など、職員の尊厳を傷つけるような言葉をいうなど 

３）威嚇  近距離で職員に対して怒鳴る、反社会的勢力の構成員だった過去を示したり、 殺傷能力のある

物を示して職員に恐怖心を与える行為、職員の求めに反してペットを柵に入れないなど 

４）セクハラ 必要もなく手や腕を触る、抱きしめる、性的な動画・音声を流すなど 

５）過度な要求 職員の契約内容以外の労力や介護保険制度から逸脱する内容の要求など 

６）プライバシー侵害 職員の許可なくその撮影をしてSNS上に投稿する、執拗に個人情報を尋ねるなど 

７）そのほか、上記に類する、当事者間の信頼関係を破壊する一切の行為 

（３）事業所は、提供した指定居宅介護支援に関し、介護保険法第23条の規定により市町村が行う文書そ

の他の物件の提供若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び市町

村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従っ

て必要な改善を行うものとする。 
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（４）事業所は、自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに対

する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行うものとする。 

（５） 事業所は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う

調査に協力するとともに、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から指導又

は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

 

１４  身体的拘束等の適正化に関する事項 

事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き､身体

的拘束等を行ってはならない。身体的拘束等を行う場合には､その態様及び時間､その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならいものとする。 

 

１５  サービス利用にあたっての留意事項 

＊サービス利用の際には、介護保険証を提示してください。 

＊事業所内の設備や器具は本来の用法にしたがってご利用ください。これに反したご利用により破損が生じ

た場合、弁償していただく場合があります。 

＊他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。 

＊所持金は、自己の責任で管理してください。 

＊事業所内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。 

平成２７年 ４月 １日 

 改訂 平成２７年 ８月 １日 

改訂 平成２８年１０月 １日 

改訂 平成２9 年 １月 １日 

改訂 平成２９年 ４月 １日 

改訂 平成 29 年 9 月 1 日 

改訂 平成２９年１０月 １日 

改訂 平成３０年 ４月 １日 

改訂 平成３０年 ８月 １日 

                                  改訂 平成３０年１２月 １日 

                                  改訂 令和 元年１０月 １日 

改訂 令和 2 年 6 月 １日 

改訂 令和 3 年 4 月 １日 

改訂 令和 3 年 6 月 １日 

改訂 令和 ４年 ４月 １日 

改訂 令和 ４年 10 月 １日 

改訂 令和 ４年 11 月 １日 

改訂 令和 ５年 ３月２０日 

改訂 令和 ５年 6 月 1 日 

改訂 令和 6 年 3 月 1 日 

改訂 令和 6 年 4 月 1 日 
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改訂 令和 6 年 5 月 1 日 

改訂 令和 6 年 6 月 1 日 

改訂 令和 6 年 11 月 1 日 

改訂 令和 7 年 1 月 1 日 

改訂 令和 7 年 3 月 1 日 

改訂 令和 7 年 6 月 1 日 

改訂 令和 7 年 7 月 1 日 

改訂 令和 7 年 11 月 1 日 

改訂 令和 8 年 6 月 1 日 



 

 

小規模多機能ホームひまわり・福釜での（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスの 

提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

 

令和  年  月  日 

 

【事業者】 

碧南市新川町３丁目８８番地 

医療法人 愛生館 

理事長 小林 清彦 

【事業所】 

安城市福釜町小六７５番地２ 

小規模多機能ホームひまわり・福釜 

管理者 鳥居 拓実    

 

 

同 意 書 

 

私は本書面に基づいて事業所からの重要事項の説明を受け、（介護予防）小規模多機能型居

宅介護サービスの内容に関して、担当者による説明を受け、これらを十分に理解した上で、  

利用開始に同意しました。 

 

令和  年  月  日 

 

【利用者】 

住 所                    

 

氏 名                    

       

【代筆者】 

         住 所                    

 

         氏 名                    

 

【利用者家族】 

   住 所                    

  

氏 名                    


